
まちづくり分野



Ｒ６事例

県外取組事例

まちづくり分野（取組事例）

宮崎県外の取組事例を紹介します。

プラットフォームをメタバース「Open Metaverse Poral (OMP)」を構築

メタバースで点在する地域の観光資源や店舗を一つに集約！

事業者：株式会社 アシス
HPアドレス：https://asys-omp.com/
立ち位置：中小

取組概要：
誰でも直感的に操作でき、情報が集約されたプラットホームを
構築

〈主な取組〉
Open Metaverse Poral (OMP)を構築、運営
全世帯がスマホで直感的に使える新しいメタバースであり、
SNS、動画・オンライン配信ツール、VRシステム、経営モニタ
リンが導入されている。点在する地域の観光資源や店舗情報な
どを一つに集約、利用ができる。

取組を始めた背景：
SCOLやドローン配送などで地域の活性化を行ってきた。プラッ
トフォームを活用し、全国の地域活性化を加速させたい。

効果（成果）と今後の課題：
パートナー企業とプラットフォームの拡大を進行中であり、他
の地域にも導入している。

「みやざきDXさきがけプロジェクトDXセミナー」登壇資料

仮想空間

https://asys-omp.com/


運送業（ＤＸ取組）

事業名：車両管理デジタル化事業

【概要と目的】

【事業の目標】

（定性目標）

車輛管理システムを構築し、業務作業効率化と履歴管理による法令遵守の徹底

①車輛管理システム（Bloft）活用により、管理業務の30％省力化目標

②スケジュール機能（期日前アラート）で部品交換や定期点検漏れ『0』目標

③ペーパーレス化により、印刷コストを約30％削減目標

④ノーコードツールの利点を活かし、その他業務ツールとしても活用し、全社的な業

務効率化を実現

【効果（成果）と取り組みの課題】

運送業の2024年問題に対してDX推進は不可欠であり、継続的なパートナーシッ
プを築き、様々な業務の効率化が必要。関係者を巻き込み、基幹システムである
配送管理システムとの連携含め、長期的に顧客の業務変革を支援していく。

アプリ

事業者：株式会社中央運送（都城市）
資本金：20,000,000円 業種：一般区域貨物自動車運送業 従業員数：130名県内取組事例

車輛情報（修理・点検予実）を一元管理し、車輛リスクの回避で営業生産性を向上

・車輛情報の一元管理による点検に関わる業務の効率化

①点検整備履歴…「いつ」「だれが」「なにを」「いくらで」整備を実施したのかを共有で

コスト削減

②スケジュール管理…期日前アラートを活用し定期点検や部品交換漏れによるリス

ク回避で営業生産性の向上を実現

担当者が基本情報を入力

■Bloft車輛管理

□走行距離

□事故履歴

□乗車担当

ドライバーおよび車輛担当者
整備担当者

□作業者

□委託先

□作業代

□作業実績

■次回交換日

アプリに登録している上記■の情報がアラート通知で事前に関係者にメール通知

□車輛マスタ登録

① Bloft親アプリに情報登録
□車番

■定期点検日

■保険/車検期日

□証書

② 親に紐づく子アプリに担当者が都度追記

R5事例



事業者：株式会社バカン（東京都千代田区）
HPアドレス： https://corp.vacan.com/
立ち位置：ITスタートアップ

取組概要：
センサーやカメラなどで 人やモノの混雑や空きデータを取得・解析して社
会課題を解決する様々なソリューションを提供。

〈主な取組〉
① DX事業（待つをなくすサービス）
 IoT、AIを活用してレストラン街やトイレ、観光地、避難所等の空き状況

を検知し、デジタルサイネージやスマートフォンに配信。混雑の抑制・
管理等のサービス提供も行う。

②メディア事業（トイレサイネージメディア）
 トイレ個室内での認知獲得を行うことができるデジタルサイネージメ

ディア。再生回数や配信結果を数値化できる。

取組を始めた背景：
楽しみにしていたカフェが予想外に満席だった、トイレに行ってみたら個
室が空いていなかった、観光地に行ったら駐車場が一杯で待たされた等、
日常生活でよく遭遇する「待ち」の瞬間により生まれるストレスを減らす
ために、待つをなくすサービスを提供。

効果（成果）と今後の課題：
待ち時間の削減によるお客様満足度の向上のみならず、業務オペレーショ
ンの改善、スタッフの業務負荷軽減、座席利用の収益化等、運営コストの
改善を実現。自治体においても、災害時の情報共有や施設管理の効率化等
に広く活用されている。

県外取組事例

宮崎県外の取組事例を紹介します。

（13）IoT機器とAI解析で混雑状況を可視化し「待つをなくす」

混雑の検知～解析～配信までをワンストップで提供

まちづくり分野（取組事例）

出所：株式会社バカン. 「みやざきDXさきがけプロジェクトDXセミナー登壇資料」, (参照2024-1)

出所：株式会社バカン. 「みやざきDXさきがけプロジェクトDXセミナー登壇資料」, (参照2024-1)

IoTAI

R5追加事例

https://corp.vacan.com/


事業者：イジゲングループ
立ち位置：ベンダー

取組概要：
産業給食や学校向け給食事業を営んでいる中小企業の既存事業をDXにより新
規事業開発を全面バックアップ
不採算事業であった学食をモバイルオーダーにする事で生産性向上及び注文
率向上を実現すると同時に共働き世代のお弁当作りという社会課題でもある
負荷を解消するサービスを展開

〈主な取り組み〉
①システム開発から経営全般のサポートまでをワンストップで提供
・事業計画、採用、デザイン、開発、運営、資金調達まですべてをサポート
・トランスフォーメーションには組織変革のサポートも重要
②資産/課題の洗い出しから仮説検証を行い、市場ニーズを確認
・企業の資産や課題を洗い出し、テクノロジー/ビジネスモデルの仮説を立案
・アンケート等を活用し、ユーザーヒアリングを実施する事でニーズの検証
・開発後の営業先の確保を事前に行い、システム開発を実行
③「PECOFREE」の開発
・デザインによりDX内容を可視化
・システム開発を実施

県外取組事例

宮崎県外の取組事例を紹介します。

まちづくり分野（取組事例）

取組を始めた背景：
産業給食や学校向け給食事業を営んでいる企業様が2020年の新型コロナ

ウイルスにより、当時の売上9割減少。これを機にテクノロジーを活かした
新規事業開発を模索。
既存事業でもあるお弁当の製造能力、配送の仕組みを活用し、それにデジ
タル技術を加える事で新たな価値の検討を開始した

効果（成果）と今後の課題：
サービスリリースから1年半で日本全国300校で導入が進んでいる。また、

コンビニエンスストアとの提携を進めており、今後も拡大予定
イジゲングループは金融機関と連携し、更なる企業へのワンストップ共創

型DXの提供を進める。

学校給食のデジタルシフト：モバイルオーダー『PECOFREE』の開発

アプリ
（1）中小企業のリソースを活かした共創型DXの実現

Ｒ４追加事例Ｒ４事例



県外取組事例

電子通貨

宮崎県外の取組事例を紹介します。

まちづくり分野（取組事例）

（2）地域限定電子通貨（さるぼぼコイン）の導入による地域活性化

事業者：飛騨信用組合（岐阜県飛騨市）
立ち位置：ベンダー

取組概要：
岐阜県にある飛騨市・高山市・白川村で使用できる地域限定通貨の導入事
例。観光客等を対象とするBtoC取引のみならず、地域内産業間のBtoB取引
にも同コインを活用することで地域内経済圏の構築を行っている。

①地位限定電子通貨『さるぼぼコイン』の導入
 岐阜県北部、飛騨市・高山市・白川村でのみ使用可能である地域限定電

子通貨『さるぼぼコイン』の導入。利用者は飛騨信用組合の窓口・預金
口座・専用チャージ機・セブンイレブンATMでコインをチャージし、地
域内加盟店でのQR決済に使用できる

※第5回DXセミナー古里圭史氏講演資料『地域限定電子通貨を活用した地方創生』参照

取組を始めた背景：
同地域への歳入としては観光客等インバウンドによるものや国・県からの
補助金などがあるが、域外への流出も大きく、問題視されていた。そこで
地域内限定で使える電子通貨を導入し、地域内に落ちたお金を域内で循環
させるような経済圏の構築を目指したものである。

効果（成果）と今後の課題：
 現在、加盟店は1918店舗、累計コイン販売66.2億円、利用者は27,694人

（2022年10月31日時点）。利用者数と加盟店舗数は年々増加傾向にある。
現在は行政と連携した、地域への移住者に向けたコインによる補助制度の
整備や民間企業に対する加盟に向けた活動を実施している

地域限定電子通貨を活用した経済圏の構築と産業の地産地消

Ｒ４追加事例Ｒ４事例
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